令和元年度日進市要保護児童対策地域協議会代表者会議議事録要旨
日時　  　令和元年６月６日（木）午後２時３０分～午後３時５０分
場所    　日進市役所南庁舎　第５会議室
出席委員　前田清　　　（愛知県中央児童・障害者相談センター）
木村誠子　　（瀬戸保健所）
　青山征司　　（愛知警察署）
津田こずえ　（市内医療機関）
大角敏夫　　（民生委員・児童委員代表）
相樂淳子　　（民生委員・主任児童委員代表）
寺井陽一　　（市内児童養護施設代表）
増井澄満子　（日進私立幼稚園協会代表）
川北稔　　　（日進市子どもの権利擁護委員代表）
磯畑秀隆　　（人権擁護委員代表）
真野幸治　　（健康福祉部長・福祉事務所長）
市川秋広　　（教育部長）
議長　伊東幸仁　　（こども福祉部長）　　　　　　　　　　　１３名　
事務局　　子育て支援課　３名（次長、主幹(家庭相談係)、家庭相談員）
傍聴可否　可　　傍聴 有 　２名
議長による開会宣言
あいさつ　委員紹介　

●議題等
（１）平成２９年度及び平成３０年度要保護児童対策地域協議会事業状況報告等について
(日進市から報告)
　　　・平成２９年度・平成３０年度要保護児童対策地域協議会事業実施状況
・虐待等通告受付件数
・要保護児童対策地域協議会事業月別件数
・家庭児童相談室における相談又は指導数　
【質疑等】
委　員：市からの報告で貧困家庭が少ないとあるが、何か裏付けになる調査は行ったのか。
　　　　　事務局：愛知県が行った、愛知子ども調査集計結果報告によるものと、市で作成している子ども子育て支援計画において同じような傾向がみられている。
（２）愛知県中央児童・障害者相談センター虐待対応状況等について
　　　（中央児相から報告）
　　　　　・県内の児童虐待推移について
　　　　　・中央児相管内市町村別虐待件数について
　　　　　・日進市の状況について
【質疑等】

委　員：愛知県において一時保護をしたケースで、千葉県でのケースのように、父親が強烈に暴力的な態度に出られたケースはあるか。
児　相：数を数えたことは無く経験論的ではあるが、中央児童相談所管内においては、少なくとも暴力的な親は減って、ものわかりの良い親が増えてきた印象がある。マスコミの影響やネット情報により、児童相談所に一時保護された時の態度を示す情報もあがっている。愛知県全体では、何件か頑なに暴力を振るっていても、これは虐待ではないと言い張る親もいる。また、初回で帰宅させた直後に同じようなことが、年に数件はあることは把握している。千葉県のようにあそこまで陰湿で執拗ものはないが、隠れているとしたら怖いが、現状では特に目立った案件はない。
（３）愛知署管内の児童虐待対応状況について
（愛知警察署から報告）
　　　　　・愛知警察署管轄の本年の虐待等の通告件数について
　　　　　・愛知警察署の虐待等対応体制について

　　　　　・児童相談所と警察との情報提携について
【質疑等】

委　員：身柄付き通告の基準はあるのか。
警察署：対象児童と保護者の意見をそれぞれ聞き、双方が反省をしたうえで監護に服する状況であれば、通常は書面での通告となる。どちらかが完全に敵対し、現状のままでは監護に服する状況が難しいようであれば、身柄付通告になる。
委　員：対象が乳幼児の場合はどのようになるのか。
　警察署：状況によるが、保護者の前科、前歴、暴力性も踏まえ客観的な周辺の状況を鑑みて身柄付通告かどうか判断している。
また、ひとつの基準として、各警察署だけで判断するのではなく、事案の概要を警察本部の人身安全対策課や少年サポート児童虐待係に説明をし、複眼的に見て書面による通告か、身柄付通告かを判断する。
委　員：人権擁護委員が関係している電話相談で、インターネット上のいじめ、トラブルの相談が入ってくることがある。解決をするために警察署の生活安全課に相談するよう促している。生活安全課に相談をして、被害を止めてもらうことはできるのか。法務局でも、インターネット上のトラブルに力を入れると聞いている。警察署はどのようか。
警察署：インターネット、ＳＮＳが普及して問題は深刻化してきている。インターネット上の書き込みが犯罪に該当するのであれば、ブロバイダーに警察から削除の要請ができる。表現の自由もあるため、犯罪に該当しなければ難しいところがある。スクールサポーター等が学校等を周りスマートホン、インターネットの使い方、サイバー犯罪等のモラル意識を高めるように啓発も行っている。
委　員：市はＳＮＳ等に関するトラブルの相談はどこが担当しているのか。

事務局：特に担当を設けてはいない。ＳＮＳ等の相談に対するスキルがないので、警察署の生活安全課に相談するよう案内をする。
（４）意見交換
　　【意見等】
委　員：インターネット等の普及により、ＳＮＳの投稿を見てこれは虐待ではないかと年に数件通告がある。子どもを叩いている映像であれば完全に虐待である。困るのは、ＳＮＳの投稿、撮影場所を特定することが難しくネットに関する虐待通告等は警察署と一緒に可能な限り追求している。
　　 　委　員：中学生以上の虐待は、家庭内暴力との関係で要保護になるのか。中卒以上でも被虐待はあるのか。
警察署：家庭内暴力で一方的に子どもが悪と要保護児童となる。暴力事件発生時には、当事者すべてに署に来てもらい、分離をしたうえでそれぞれの状況把握、怪我の程度確認を行う。児童が監護に服すのか、保護者が監護する能力があるのかを見極め、要保護として、身柄付き通告をすることもある。
　　
委　員：県内虐待案件について情報共有。個人情報を含む為、傍聴人退席。
午後３時５０分　議長による閉会宣言
